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１ 令和５年度 福岡県国民健康保険特別会計決算の概要
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 令和５年度における県特別会計の収支は、95億円の黒字（歳入4,820億円 - 歳出4,725億円)

 令和４年度決算と比較すると

【歳入】▲ ７億円（療養給付費等負担金 ▲34億円、前期高齢者交付金 ＋51億円 等）

【歳出】＋４８億円（普通交付金 ＋24億円、後期高齢者支援金等 ＋49億円 等）

歳入 4,820 歳出 4,725

国民健康保険
事業費納付金

1,441

国庫支出金 1,472

前期高齢者
交付金

1,392

一般会計繰入金 326

その他 39

繰越金 150

保険給付費等
交付金

（うち普通交付金）
（うち特別交付金）

3,740

(3,639)
(101)

後期高齢者
支援金等

674

介護納付金 228

その他 83

（収支差 95）

市町村からの納
付金

被用者保険から
の交付金
（前期高齢者の
加入率の格差に
よる保険者間の
財政上の不均衡
を調整）

令和４年度から
の繰越金

保険給付費等に
要する費用を市
町村へ交付

医療費適正化な
ど市町村の取組
に応じて交付

他の保険制度
（後期・介護）
への支出

〔単位：億円〕

令和６年度へ繰越
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令和４年度と令和５年度の決算額比較

　【　歳　入　】
（単位：千円）

R4年度収入済額 R5年度収入済額 前年度対比（増減額）

（A) （B） （B)-（A)

1 分担金及び負担金 140,963,307 144,096,233 3,132,926 保険給付費の見込額の増による納付金の増

2 国庫支出金 153,038,410 147,224,207 ▲ 5,814,203
　うち療養給付費等負担金 96,241,587 92,878,447 ▲ 3,363,140 年度当初の概算交付額の減

　うち普通調整交付金 35,990,413 37,655,869 1,665,456
3 前期高齢者交付金 134,111,445 139,201,145 5,089,700 過年度に概算交付された交付金の精算額の増

4 共同事業交付金 755,270 881,409 126,139
5 財産収入 2,701 2,251 ▲ 450
6 繰入金 31,642,185 32,590,066 947,881
7 繰越金 15,920,920 15,027,712 ▲ 893,208
8 諸収入 6,280,110 2,997,085 ▲ 3,283,025

　うち保険給付費等交付金返還金 6,229,102 2,877,710 ▲ 3,351,392 前年度に概算交付した交付金の精算額の減

482,714,348 482,020,108 ▲ 694,240

　【　歳　出　】
（単位：千円）

R4年度支出済額 R5年度支出済額 前年度対比（増減額）

（C) （D） （D)-（C）

1 総務費 85,155 81,081 ▲ 4,074
2 保険給付費等交付金 371,997,894 374,003,736 2,005,842

1　普通交付金 361,467,244 363,889,194 2,421,950 保険給付費の見込額の増

2　特別交付金 10,530,650 10,114,542 ▲ 416,108
3 後期高齢者支援金等 62,471,582 67,383,928 4,912,346 過年度に概算納付した支援金の精算額の増

4 前期高齢者納付金等 167,659 165,679 ▲ 1,980
5 介護納付金 23,713,398 22,793,223 ▲ 920,175
6 病床転換支援金等 211 103 ▲ 108
7 共同事業拠出金 722,070 792,200 70,130
8 保健事業費 87,316 77,724 ▲ 9,592
9 基金積立金 2,701 4,202,251 4,199,550 財政安定化基金への積立金の増

10 諸支出金 8,438,650 2,980,075 ▲ 5,458,575
　うち療養給付費等負担金償還金 7,434,634 2,814,174 ▲ 4,620,460 前年度に概算交付された負担金の精算額の減

11 予備費 0 0 0
467,686,636 472,480,000 4,793,364

科　目
備考

歳　入　合　計

科　目
備考

歳　出　合　計
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２ 収支差額の使途について

① 財政安定化基金（特例基金分）の執行残を財政安定化基金（財政調整事業分）に積み立て ： 9.8億円

⇒ 特例基金は、H30の制度改正に伴う保険料水準の著しい上昇を抑制するために国費を活用して設置されたものであり、国民健康保険法附
則第２５条の規定により設置期限が令和５年度末までとされ、その残額については、国の通知により財政安定化基金（財政調整事業分）
に積み立てることとされている。

② 令和５年度に国から過大交付された交付金等の返還金 ： 0.3億円

③ 上記①、②を除いた実質的収支は約85億円の黒字、これについては次のとおり活用する

・ 令和６年度の収支対策（市町村へ交付する保険給付費の不足分への充当等）： 24.0億円

・ 財政安定化基金（財政調整事業分）への積み立て ： 61.3億円

うち、令和７年度の国保事業費納付金の引下げ財源への充当 : 17.1億円

③

財政安定化基金
（財政調整事業分）
への積み立て

61.3億円

令和６年度の
収支対策

24.0億円

② 国等への返還金 0.3億円

① 財政安定化基金
(財政調整事業分)
への積み立て

9.8億円

令和６年度繰越金（95億円）

〔令和５年度から６年度へ繰越〕

財政安定化基金

〔本体分〕

※令和５年度末残高 0億円

市町村の保険料収納不足に
対する貸付・交付のほか、県
の保険給付費に財源不足が
生じた場合に取崩を行う

１人当たり納付金額に急激な
上昇が見込まれる場合に取
崩を行う
※保険料水準の統一の影響
による緩和措置にも活用

〔財政調整事業分〕

積立額 9.8億円

積立額 61.3億円
令和５年度末残高

79.5億円

令和7年度
国保事業費納付金
の引下げ財源

17.1億円


